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私は，本学卒業後平成 14年より石巻赤十字病院に
外科医として赴任しておりましたが，このたび 14年
ぶりに東北大学病院に戻り，昨年 10月に総合地域医
療教育支援部長を拝命いたしました．
どうぞよろしくお願いいたします．
東日本大震災への対応
2011年 3月 11日に発生した東日本大震災では石巻
市，東松島市，女川町からなる石巻医療圏は最大被災
地となりましたが，当時筆者が所属していた石巻赤十
字病院はライフラインを含めて 100%機能を維持しえ
た唯一の高次機能病院でした．震災後行政や保健所も
津波被害により著しく機能低下したため，かつ私は宮
城県災害医療コーディネーターでもあったため，必然
的に圏内の災害医療救護活動を統括する立場になりま
した．
2011/3/20，関係機関と調整し石巻の支援に入った
全ての組織の救護チームが一元的に活動する「石巻圏
合同救護チーム」を立ち上げました．発災直後より情
報通信インフラがほぼ機能不全に陥ったため，ほとん
ど不明であった圏内 300か所以上の避難所についての
様々な情報（環境・衛生状態・傷病者内訳など）を調
査項目とした全避難所アセスメントを，3/17より参集
救護チームによる直接訪問により行い，3日間で完了
しました．以後も継続的に避難所環境アセスメントを
行い，時系列に沿ってデータをすべて記録・保管しな
がら，これらのデータを基に対応方針を決め医療救護
活動にあたりました．
主業務となる避難所巡回診療活動加え，以下のよう
な活動を行っています．
①　食料不足の避難所 35か所に対する行政への食
料配給要望と石巻赤十字病院への支援物資の可
及的配布．
②　衛生環境の劣悪な避難所 100か所に対する，感
染管理認定看護師の派遣およびラップ式トイレ
の配布（116台）や手洗い装置の設置（11か所）．
③　殺到する被災者による本院負担軽減のためのサ
テライト救護所 2か所の開設．
④　無医地域に対して定点救護所 2か所の開設．
⑤　回復遅延地域への支援としての，在宅被災者も
利用可能な定点救護所 4か所の開設及び被災者
の交通手段確保目的のための無料医療支援バス
運行．
⑥　要介護者対応を協議する行政を交えた「介護会
議」の開催と，避難所内要介護者のアセスメン
ト調査．
⑦　石巻市による福祉避難所立ち上げのサポート．
⑧　災害弱者用の療養型避難所の開設．
⑨　巡回診療時処方薬の後日配達システムの構築．
9/30に合同救護チーム活動終了まで，登録延べ 955
チームが参加し，カバーした避難所数は最大 328ヶ所
（46,480名），避難所や定点救護所で診療した延べ人数
は 53,696名でした．
石巻の医療救護活動は一段落しましたが，石巻医療
圏は，いまだに石巻赤十字病院には救急患者数約 100
名/日と震災前の約 2倍の患者が集中しています．医
療は復興のインフラですから街の復興より先んじて整
備する必要がありますが，一時無医地区となった北上
地区や雄勝地区には診療所が再開したものの，高齢医
師や支援医師頼みで継続的な医療提供体制整備という
点では脆弱と言わざるを得ません．この状況を鑑み，
何とか被災地の医療復興の力になれないものかと考え
ておりましたところ，東北大学病院でこのたび総合診
療部を改編して発足した総合地域医療教育支援部教授
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の任にあたらせていただくことになりました．
地域医療の現状
2000年代中頃より地域偏在と診療科偏在による医
師不足が顕在化したため，国の政策は医学部定員増に
舵を切りました．この政策に従い東北大学においても
2009年より段階的に入学定員数を増やし，今年度は
135名と 2008年度より 35名増やしています．東北 6
県全体では 212名の定員増を行っています．このまま
医師を増やすと 2017年には厚生労働省の必要医師数
に達しますが，果たしてこのまま単純に医師を増やし
ていってよいのでしょうか．
宮城県においては，医師の分布は仙台に偏る傾向が
あり，かつ初期臨床研修病院のマッチングは都市部に
集中し，東北大学への帰学率は低下しています．一方
で，2010年に行われた厚生労働省 3師調査によると，
医学生数と臨床教員数はほぼ同数で，一人の医師を育
成するのに 1名の臨床教員を要することが見てとれま
す．これらのことから，このままの状態が続くと，地
域への医師不足に加え，医学部入学定員増に伴う教員
不足から，市中病院から医師を教員として呼び戻さな
ければならなくなるリスクがあり，地域医療は崩壊の
危機を迎えるかもしれません．
すなわち，問題なのは，「医師不足」というより「医
師の偏在」であると考えます．
東北地区の地域医療を支えてきた 
東北大学の実績と役割
1915年に東北帝国大学医科大学として設立されて
以来，東北大学医学部は今日に至るまでの 98年の長
きにわたり東北地区の地域医療を支えてきました．現
在も東北大学関連医療施設（NPO法人艮陵協議会加
盟病院）は公的病院を中心に宮城県内だけでも 57施
設，東北 6県全体では 112施設に及び，東北大学はこ
れらの施設と定期的な人事交流を行いながら東北地区
の地域医療を今も支え続けています．
総合地域医療教育支援部のミッション
このように長年にわたり東北地区の地域医療を守り
続けていた東北大学は，前述したような課題を解決し
ていくために，地域で医療を行ってきた医療人の流失
を防ぐだけでなく，新たな人材の育成と東北地区以外
のからの医療人のリクルートを積極的に行い，かつこ
れらの医療人に対してキャリア形成支援をしながら効
率的に医療機関に彼らを配置する新たな地域医療体制
の構築が求められています．
このため，2013年 1月 1日，東北大学医学部グルー
プ（大学院医学系研究科，医学部，東北大学病院，東
北メディカル・メガバンク機構）の地域医療に関する
事案を統括する組織として，東北大学病院内に「地域
医療復興センター」が設置されました．東北地方の地
域医療充実，地域医療を担う人材育成のための卒前卒
後教育，さらには今後の大災害への地域としての対応
体制の整備などがその目的です．まさに地域医療充実
に向けての大学あげての体制が発足したと言えます．
総合地域医療教育支援部はこの取り組みついての実務
調整を行う部署として，総合診療部を改編し昨年
（2012年 10月）設置され，自分がその部長を拝命い
たしました．具体的には，以下のように体制整備調整
を進めていきたいと思います．
継続可能な地域医療体制とは，医師の「犠牲心」に
頼らない，医師が納得するような仕組みであると考え
ます．地域医療への人材確保のために重要なことは「地
域にいながらもキャリア形成・継続が可能な魅力ある
環境」であると考えています．このため，当面は東北
メディカル・メガバンク機構の地域医療支援事業の人
事調整を行いながら，人事交流が容易となるよう拠点
病院をハブとした地域との医療連携ネットワークを整
備し，たとえば奨学金受給者，ドクターバンク，自治
医科大学卒業生等の政策的医師配置対象者について
も，中小医療施設だけではなく，宮城県医師育成機構
とともに専門医の資格をより取得・継続しやすい拠点
病院に一定期間勤務する人事調整を行えるような，
キャリア形成にも十分配慮できる地域医療体制構築を
進めていきます．
一方，このような循環型の医師支援システムのみで
は中小の医療施設を責任を持って運営することは困難
ですので，地域包括ケア調整をできるような地域に根
ざす，「施設長」となりうる総合診療医を育成するこ
とも重要です．そこで総合医・家庭医志望者に対し，
学外に「地域教育拠点施設」（日本プライマリ・ケア
連合学会・家庭医療後期研修プログラム認定施設）を
設置し，そこで ICTを活用しながら大学と地域が一
体となって専門医療や医療マネージメントに関する専
門知識・スキルおよびリソースを提供し，かつ地域発
の臨床研究を指導・サポートを行う総合医・家庭医育
成プログラム事業を開始します．このプログラムによ
り，中小の医療施設の責任者となりうる人材の育成を
進めます．
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卒前教育では，被災地見学を必修化するとともに，
被災地を含む地域医療の多層的な現場を体感する機会
を多く設けた学生実習をカリキュラムに取り入れ，医
学生が地域医療に対してモチベーションが上がるよ
う，啓発していきます．
卒後教育（初期臨床研修）としては，本院の初期臨
床研修プログラムの一環として，学外の東北大学関連
拠点病院で重点的に研修する「地域医療重点コース」
を開設し，地域における医療連携体制の仕組みを体感
しながら専門的なスキルや現場での実践力を培い，か
つ地域の医療環境をよく知り，自らの適性を見極めて
自分に合ったカテゴリーへ進めるような初期臨床研修
体制を整備していきます．
災害対応体制整備に関しては，宮城県等と協議しな
がら行政と一体となった災害時の医療救護におけるオ
ペレーション体制の標準化を整備していくとともに，
災害時の通信体制整備の在り方，情報通信技術を利用
した地域間連携体制，情報セキュリティなどを議論す
る検討会を立ち上げ，政府に政策提言していく予定で
す．
今後ともよろしくご指導ご支援を賜りますよう，お
願い申し上げます．
